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  Abstract: 

With regard to Nuclear Power Generation, one of the Mega Technologies of today, we sometimes need to decide  

on safety standards and countermeasures against natural disasters or accidents considering scientific  

uncertainties, as seen in the case of technologies of evaluating tsunami and its countermeasures against it.   

This paper mainly discusses who and how the social responsibilities should be borne regarding  

the implementation of these achievements in science and technology. 
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1. はじめに 

東日本大震災を引き起した自然の脅威は、日本が多年に

亘って注力してきた防災に関わる科学技術の力を遥かに凌

駕するものであることを、改めて見せつけた。こうした中

で、福島第一原子力発電所の事故が津波に起因したと考え

られていることを受けて、「原子力発電所の津波評価技術」

を策定した土木学会、それを踏まえて対策を講じた電力会

社、更には策定に関与した人々の責任を問う意見がある。 

 地震・津波の現象や低線量放射線の影響に関する学問な

どは、着実に積み重ねてきた研究成果を踏まえ、長期的に

見ればかなりの進展が見られるものの、未解明な点が多い。

原子力発電所など複合的な巨大技術・システムを用いた施

設の防災指針、各種規格・基準や緊急時の近隣住民等の安

全対策などは、科学的に明確な答えが出せない多くの事象

を踏まえながら策定しなければならないが、そうした難し

い問題に対して技術者・研究者や企業・研究所、学協会等

の組織はどのような姿勢で相対し、社会的な意思決定にい

かに関わるべきであろうか。津波の評価研究と対策を例に

考えてみたい。 

また、不幸にして事故が起こった場合、社会的意思表明

の場としてのメディアに、どのように向き合うべきか、東

日本大震災時の事例を踏まえて考察する。 

2.  福島第一原子力発電所の事故と津波の評価   

について 

2-1 現時点まで明らかとなった事故原因  

2011 年3 月11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれ

に伴って発生した津波により、太平洋沿岸にある東北電力

と東京電力の火力発電所及び原子力発電所は大きな被害を

受けた。東京電力福島第一原子力発電所においては、運転

中の１～３号機の原子炉は自動的に制御棒が上がり緊急停

止したが、変電所における機器の故障や送電線鉄塔の倒壊

などに起因して外部電源を失った。非常用ディーゼル発電

機が起動したものの、地震の約 50 分後、遡上高 14m～15m

の津波が発電所を襲い、地下に設置されていた非常用ディ

ーゼル発電機が海水に浸かって故障した。これにより、電

気設備、ポンプ、燃料タンクなど多数の設備が損傷・流出

して、全交流電源喪失状態に陥った。この結果、ポンプを

稼働できなくなり、原子炉内部や、核燃料プールへの送水

が不可能となって冷却することができなくなり、核燃料の

溶融が発生した。そして、原子炉内の圧力容器、格納容器、

各配管などの設備の多大な損壊を伴う、甚大な事故へとつ

ながった。 

事故原因は、直接的には今日の科学技術水準では予見す

ることが困難であった巨大地震とそれに起因する凄まじい

http://ja.wikipedia.org/wiki/2011%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%8811%E6%97%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96%E5%9C%B0%E9%9C%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%89%E9%9B%BB%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B4%A5%E6%B3%A2
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破壊力を持つ津波の襲来に拠ったものと考えられている。

原子炉本体に欠陥があったのではなく、電源盤や非常用デ

ィーゼル発電機収納建屋の水密性不足等、津波に拠る浸水

に対する設備設計・配置の不備、そして、外部電源、内部

電源の多様性と独立性の確保に万全ではなかった、広義の

エンジニアリングの不備に帰着されると考える。 

事故後は、国内外の研究開発等の成果を精査した上で、

速やかに安全基準や対策に反映させる仕組み作りや、有事

における情報提供プロセスの整備等の必要性が指摘されて

いる。また、技術思想、理論面では、確率論的安全評価の

有効性を認めつつも、その根本的な考え方の妥当性を問う

意見が、専門家の間で表明されている。 

 

2-2 近年における我が国の津波対策 

1993 年の北海道单西沖地震津波による被害調査結果等か

ら導き出された教訓を踏まえて、1997 年 3 月に、国土庁、

運輸省、気象庁等の防災に携わる７つの省庁は、沿岸地域

を対象として、地域防災計画における総合的な津波対策の

強化を図るために、「地域防災計画における津波対策強化

の手引き」を策定した。この中で、津波対策の基本的な考

え方、津波に関わる防災計画の基本方針ならびに計画策定

手順等について、総合的な取り纏めを行った。津波想定に

関する新しい考え方は、「想定し得る最大規模の地震・津波

を検討し、既往最大津波との比較検討を行った上で、常に

安全側の発想から沿岸津波水位のより大きい方を対象津波

として設定する」というものであった。その後、内閣府中

央防災会議は、日本沿岸の海域別に津波危険度を検討し、

一定の危険度を越えた地域はハザードマップを作成し、地

域防災計画を策定するよう勧告した。 

 地震研究については、阪神淡路大震災を契機に、文部科

学省に地震調査研究推進本部（地震本部）を設置し、地震

や地震動に関連した最新の研究成果を取り入れて、全国的

な評価を行い、その成果を国民や防災を担当する機関が活

用できるように公表している。地震本部による今次大震災

（マグニチュード 9.0）発生以前の想定では、太平洋沖では

マグニチュード最大 8.2 であり、地震本部も予想すること

ができなかった規模の地震、そして巨大な津波であった。 

 

2-3 我が国の原子力施設における津波評価と対策 

1990 年代以降、原子力施設を対象とした津波評価は、そ

の時点における最新の知見に基づき、個別地点ごとに既往

最大の津波および活断層から想定される最も影響の大きな

津波を数値計算等により求めて、設計津波水位を設定し、

これをもとに設計が行われてきた。 

 前節で述べた「地域防災計画における津波対策強化の手

引き」においては、原子力発電所への津波評価方法につい

ては標準的な手法は示されなかったため、1999 年 11 月に土

木学会の原子力土木委員会に津波評価部会を設置し、計８

回に及ぶ部会活動の成果を踏まえて、2002 年 2 月に「原子

力発電所の津波評価技術」（以下、「津波評価技術」）を取り

纏めた（図１）。「津波評価技術」は、それまで培ってきた

津波の波源や数値計算に関する知見を集大成して、原子力

発電所の設計津波水位の標準的な設定方法を提案したもの

で、津波予測の過程で介在する様々な不確実性を設計の中

に反映できることに特長がある。(1)そして、「津波評価技術」

に盛り込まれた成果は、日本電気協会の原子力発電所耐震

設計指針に記載された「津波評価技術指針」の基盤となっ

た。また、IAEA（国際原子力機関）や NRC（米国原子力規制

委員会）の災害ガイドに参照・引用されており、国際的に

も最先端の研究成果であることが認められている。(2) 

 

 
 

 

 

刊行された「津波評価技術」における部会主査の首藤伸夫

東北大学名誉教授（当時は岩手県立大学教授）の言に拠れ

ば、それ以前には火力発電所が小さな津波の影響を受けた

事例（1960 年チリ津波の際に八戸火力発電が浸水被害を受

けた。）が１件あるのみであった。一方、原子力発電所にお

いては津波被害の前例はなかったが、津波危険度評価に基

づく対策は行われていた。1970 年代後半以降の津波に関す

る学問の急速な進展を踏まえて、対策を見直して体系化す

る条件が整い、地震、津波数値計算技術、水理実験、海岸

防災、津波防災等の専門家が集まり、入念な検討を行った。

日進月歩の発展途上にある津波学の現況を反映して、首藤

教授はその時点でわかってきたことと、未だ不分明な問題

点・限界を真率に述べた上で、当該「津波評価技術」を実

際の設計に供することを推奨している。「津波評価技術」の

第３部＜レビュー編＞では、実用間近な技術、近い将来解

決すべき技術など、部会メンバーがいずれ「津波評価技術」

に盛り込みたいと考えていた理論、評価手法に関わる将来

課題を例示している。研究者として、科学的真実に迫り、

社会に対して誠実でありたいと願う姿勢が窺われる内容で

あると考える。 

 

2-4 「原子力発電所の津波評価技術」刊行後の津波 

評価部会における取組み 

2002 年に刊行された「原子力発電所の津波評価技術」（以

下、「津波評価技術」）では、断層運動に伴う津波水位の決

図 1   津波の想定に関する小史(3) 

Fig.1  Brief history concerning technologies of evaluating tsunami 
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定論的な評価方法が体系化されたが、刊行後も、地震や津

波に関する学問的成果を順次反映させて、「津波評価技術」

の更なる高度化・標準化を図ることを目的に、津波評価部

会において継続的な取組みが行われてきた（図２）。 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会では耐震安全性評価における確率論的  

評価（PSA）の導入が議論され、将来は津波に対する安全性

評価についても確率論的評価の実用化が必要であると考え

られていた。これを受けて、2003～2005 年にかけての津波

評価部会の第Ⅱ期の活動では、津波水位の確率論的評価、

波の分散性と砕波を考慮した数値モデル、津波に拠る波力

評価に着眼し、「津波評価手法の高精度化研究」に取組み、

その成果を原子力土木委員会 津波評価部会の名において

土木学会論文集で公表した。(4) 

2006～2008 年の第Ⅲ期では、原子力発電所の津波に対す

る安全性・信頼性を更に向上させることを目的として、「津

波ハザード解析手法ならびに津波による海底地形変化評価

手法の研究」により得られた成果を審議した。津波ハザー

ド解析手法については、第Ⅱ期の成果も含めて、「確率論的

津波ハザード解析の方法（案）」を取り纏め、提示したモデ

ルと方法により、実際に原子力発電所の津波ハザード曲線

を評価することが可能になった。また、津波による海底地

形変化評価手法については、砂移動実験結果および現地地

形変化事例に対する検証計算に基づき、砂移動モデルが提

案され、原子力発電所の津波による砂移動の評価に活用す

ることができるようになった。 

2009～2011年の第Ⅳ期は、最新の知見を踏まえて、「津波

評価技術」を改訂すること、津波による波力、砂移動評価

手法を基準化すること、ならびに確率論的水位評価につい

て標準的な手法を示すことを目的として、現在も継続中で

ある。「津波評価技術」の改訂については、東北地方太平洋

沖地震が学術レベルにおいて予測・想定されていたものを

大きく上回る巨大地震で、検証作業が必要であるため、当

初予定していた時期が延期される見通しである。 

2-5 残された課題 

国民のため、そして地域住民の安全を最優先する総合的

な防災対策を講じていく観点から、専門分野、学協会の垣

根を越えた連携が益々重要になっている。原子力防災に関

しては、地震、津波、原子力工学と関連分野（施設関連エ

ンジニアリング等）の連携が不可欠で、土木学会、原子力

学会、日本機械学会、日本化学会、電気学会等が一体とな

って具体的取組みを実践していく機運が高まっている。ま

た、文理融合の本格的な取組みも模索されている。 

東北地方太平洋沖地震に起因する巨大津波は、数多くの

人命を奪い、コミュニティを破壊し、その復興に向けた道

程には幾多の苦難が待ち受けている。大いなる喪失感と再

生に向けた希望を再出発点として、科学技術の限界を意識

しながら、なお科学技術の進歩に託して、長い歳月を掛け

て、この状況を乗り越えて行かなければならない。 

 

2-6 これからの原子力発電の推進をどう考えるか 

私事にわたることではあるが、筆者の郷里は福島第一原

子力発電所事故に伴う警戒区域内にあり、家族、親族、友

人が皆避難中であるため、事故を境に生活が一変し、数々

の災厄に苛まれている人々の苦難を想うと、未だ引き裂か

れるような気分になる。震災直後から激しい熱情に憑かれ

たかの如く強烈な言葉遣いのメッセージを発信している福

島の詩人・和合亮一氏には、文学的な共鳴とは異なる、あ

る種の共感を覚える。事故後は貪るように反原子力の書物

を渉猟し、それらの主張の尐なからぬ部分に同意もする。

泣き言を言わずに、黙々と耐えている福島県浜通りの人々

を想わぬ日はない。除染作業が進み、学校、病院、高齢者

福祉施設、幼稚園・保育園、商店街などの基盤が整ってコ

ミュニティが再生し、その中で長期的に生業を立てること

の見通しがついて初めて復興の第一歩となることを、地元

の人々との対話を通じて実感している私は、長期に亘る苦

難を乗り越えなければならない福島の民のことを想い、自

分に何ができるか日々問い掛けている。 

一方で、食糧、防衛とともに国の安全保障上重要なエネ

ルギー問題を考えるのに際しては、出来る限り私的な感情

を鎮め、自然エネルギーへの願望的イメージや新技術開発

への空想的な思惟で論じてはならず、高度に戦略的でなけ

ればならないと考えている。原子力発電の推進については、

予てより感情論に拠る不毛な二元論的レッテル貼りが横行

し、立場を越えた真正面からの議論は尐ないが、このよう

な時であるからこそ、相互に納得し合える科学的事実・本

質を踏まえた議論が必要であると考える。 

 これからのエネルギー選択を考える際には、①生命と健

康への影響、②環境への影響（CO2排出削減計画との整合等）、

③事故の確率と事故が起きた場合の波及の大きさ、④技術

進歩を踏まえた利用可能技術のラインナップ、⑤経済性（エ

ネルギーコスト）、⑥エネルギー資源の長期展望（安定性）、

などが判断材料になるであろう。人口増加と急速な工業化

により、エネルギー需要が大幅に増加している新興国の台

図２ 津波評価部会における取組み(3) 

Fig.2  Activities of the section meeting of evaluating tsunami 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96%E5%9C%B0%E9%9C%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96%E5%9C%B0%E9%9C%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96%E5%9C%B0%E9%9C%87
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頭は、天然ガスや良質の石炭など化石燃料の資源争奪戦を

招来している。また、天候や季節に依存して供給が不安定

な太陽光や風力などの再生可能エネルギーが大量に系統に

入って来ることに拠る調整力の限界や、系統の安定化に掛

かる多大なコスト等を勘案すると、原子力発電抜きのエネ

ルギー供給計画を立てることは、当面は困難である。従っ

て、福島の哀しみを乗り越えて、原子力発電の安全性を極

限まで高めて、代替する発電方式が開発されるまでは、基

幹電源としての一翼を担わせることが必要となる。 

 エネルギー・環境問題は、自国だけで閉じて考える訳に

はいかないグローバルな視野が求められる事柄であるため、

アジア、別けても中国とインドに目を向けると、両国が原

子力発電に頼らずに確実なエネルギー供給を実現すること

は不可能であると言って過言ではない。 

 しかし、それ故にこそ、原子力発電を推進するのに際し

ては、より厳しい倫理観と責任意識が求められることにな

る。2005 年のＪＲ福知山線事故に際して、当時の航空・鉄

道事故調査委員会が纏めた報告書にある「発生頻度が小さ

くても、一度発生すると重大な人的被害を生ずる虞れのあ

るものについては、対策の推進を図るべきである。」とする

考え方は繰り返し想い起すべき事柄である。また、圧倒的

に利便性の高いエネルギー源である電気を安定的に確保す

るために、万一、事故が起きた時には社会全体でカバーし

合う精神の形成と社会的な仕組みとが求められる。今、問

われているのは、巨大技術に携わる専門家集団の人間性と

想像力ではないかと思われる。 

 

３．東北電力土木技術陣の使命感と矜持 

3-1 女川原子力発電所における津波対策と被害の 

概況 

 東北電力の女川原子力発電所（原子炉設置許可申請：1970

年 5 月、営業運転開始：1984 年 6 月）が立地している三陸

沿岸は、古くから巨大津波による被害を幾度も受けてきた

地域であり、計画当初から津波対策は最重要課題の一つと

位置付けられていた。当時は津波のシミュレーション技術

が無かった時代であったが、同社では敷地の高さを O.P.（女

川の工事用基準面：東京湾平均海面-0.74m）＋14.8m、屋外

重要土木構造物や主要建屋 1 階の高さを O.P.＋15.0m と決

定した。この決定は、1968 年に設置した海岸施設研究委員

会において、土木工学（水理学、海岸工学、津波）や地球

物理学などの専門家が、女川における津波や波浪などの設

計条件や海岸施設の設計などについての議論を通じて導き

出した。(5)公共機関による過去の津波記録や学術論文などを

精査し、869 年の貞観津波、1611 年の慶長津波、1896 年の

明治三陸津波、1933年の昭和三陸津波、1960年チリ地震津

波の史実なども考慮して検討された結果を踏まえたもので

ある。(6)なお、同発電所の 2号機（営業運転開始：1995 年 7

月）、3号機（営業運転開始：2002 年 1月）の建設に際して

は、数値シミュレーション技術などの新たな知見を反映し

た津波評価を行い、敷地の高さは 1 号機同様 O.P.＋14.8m

が妥当と判断された。 

 今回の地震では国内の広範囲で地殻変動が起こり、東北

地方太平洋岸では、各地で地盤沈下が観測された。GPSによ

る測量の結果、女川原子力発電所においても、敷地が一様

に 1m程度沈下していることが確認された。即ち、同発電所

の敷地の高さは、設置許可時点ではO.P.＋14.8m だったが、

地震後は O.P.＋13.8m となった。潮位計は発電所前面にあ

る港内の波の穏やかな場所に設置されており、観測された

津波の高さ（最高水位）は、敷地の地盤沈下を考慮すると

O.P.約＋13m であり、敷地の高さを越えなかった(図３)。海

側の一部の敷地内においては、海水の浸入痕が確認されて

いるが、痕跡の高さを GPS で測量した結果、同発電所にお

ける津波の遡上高は最大で O.P.約＋13.8m で、敷地の高さ

とほぼ同じ値であった。津波により、1号機屋外重油貯蔵タ

ンクの倒壊と 2 号機原子炉補機冷却水 B 系及び高圧炉心ス

プレイ補機冷却水系の浸水（A系の機能に問題なし）が認め

られたが、主要な建屋は津波の襲来から防護され、発電所

の安全性に影響を及ぼす被害は確認されなかった。 

 また、引き波による水位低下については、1～3 号機の取

水口前面で最低水位 O.P.約－7.6m となり、取水口敷高（O.P.

－6.3m）を数分間下回った。しかし、原子炉補機冷却系海

水ポンプの運転に必要な海水が、1 号機では約 40 分間、2

号機 3号機では約 38分間、取水路内に確保されている構造

となっていることから、発電所の安全性には影響がなかっ

た（図４）。津波に伴う堆砂により、取水口が閉塞するよう

な事態も起こらなかった。 

 今回の大津波で女川原子力発電所に大きな被害がなかっ

たのは、東北電力の土木技術者陣に脈々と継承されている

「自然に対する畏れ」の感情と、それを踏まえて適切な対

策を講じてきたことに拠るものであると思われ、技術者の

使命感と矜持とを垣間見る想いである。 

       

 

     地震後の敷地の高さは O.P.＋13.8m で、津波の最高 

     水位 O.P.約＋13m を上回った。 

 

 

 

 

 

図３ 女川原子力発電所の潮位記録（2011 年 3 月 11 日）（7） 

Fig.3  Tide level record at Onagawa Nuclear Power Plant 

       on March11,2011 
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3-2 土木技術者 平井彌之助の炯眼 

 技術者・研究者の社会的責任、そして経営者の社会的責

任について考えるに際して、女川原子力発電所の津波対策

の策定にみられる、ある土木技術者の事績を振り返ってみ

たい。戦前、松永安左ヱ門の東邦電力に入社し、戦後の電

力再編成後は東北電力の副社長と電力中央研究所の理事を

歴任した土木技術者・平井彌之助（1902 年生まれ～1986 年

逝去）に関する文献は限られており、一般にその名を広く

知られているとは言えない。筆者の場合も、研究所のかな

り年長の先輩諸氏から、土木技術者、経営者としての令名

を耳にしたことがあるのに過ぎなかった。女川原子力発電

所の敷地高さがどのように決定されたかについて関心を持

ち、調べている内に、平井彌之助の謦咳に親しく接し、直

接指導を受けてこられた大島達治氏の文集を読み、ご本人

へインタビューする機会を得た。以下は、大島氏にご教示

いただいた話に、他の東北電力関係者のお話を交えて、筆

者の現時点における理解に基づいて記すものである。 

女川原子力発電所の立地計画が進んでいた 1970 年代に、

1964 年から電力中央研究所の理事・技術研究所長の職にあ

った平井彌之助は、同発電所 1 号機の建設に際して古巣で

ある東北電力の上記海岸施設研究委員会のメンバーとして

参画し、869 年に東北地方太平洋岸を襲った貞観地震・津波

に言及し、この規模の津波に備えることを強硬に主張した

とのことである。(8)過去に幾度となく東北地方を襲った津波

についての、自らの調査・研究を踏まえた確たる信念に基

づく主張は“警告”と言っても良い程のものであったとの

ことで、反対意見も多い中で、時の若林社長がこの真摯な

る意見を掬い上げることになった由である。その対策の基

本は、津波の高さと衝撃力に耐えることに加え、引き波で

海底が露出して海水を汲み上げる冷却水ポンプが空転する

ことがないように備えることを訴えたものであったとのこ

とで、その先見性が窺われる。同時期に建設が具体化して

いた中部電力浜岡原子力発電所についても、冷却水取水を

400ｍ沖合の海中に設けた取水口から海底トンネルで取水

し、大津波の引き波でも取水路に水が切れることのないよ

うに計らうことを助言されたとのことである。 

 松永安左ヱ門の事業運営の哲学である「電気事業の基本

は、公益事業として供給責任を全うすることに尽きる」と

いう考えを体現し、「法律を尊重しながらも法令に定める

基準や指針を越えて、結果責任を問われる技術最高責任者

として自分の判断で責任を果たす使命感」に徹しておられ

た実例は、他の発電所等建設等に際しても、随所に見られ

る。 

 

４．科学技術成果に関する社会的責任 

4-1 科学的不確実性にいかに対処するか 

 第 2 章で述べた土木学会における「原子力発電所の津波

評価技術」の策定、さらには第Ⅱ期～第Ⅳ期の活動を見る

と、未解明事象が数多く存在する自然現象を対象とする学

問分野において、学術的成果を踏まえながら、防災対策を

策定する拠り所となるこうした評価技術を提案することの

困難さを感ずる。「津波評価技術」策定に参画している方々

も、その困難さを認識しているが故に、学術的成果を積み

重ね慎重に検討を進めてきたことは上述のとおりである。 

今般の福島第一原子力発電所の事故の関連では、低線量

放射線の人体への影響についても、専門家の間で見解が相

違し、科学的に不確実さが残る問題に、社会がいかに対処

するかという課題に直面した。低線量放射線の人体への影

響については、被災地住民の感情と福島県、関係市町村の

要請を受けて、住民の健康と安全に配意し、ICRP（国際放

射線防護委員会）の勧告を踏まえ、安全側に基準を設定し、

除染作業もこれに沿った形で行われることになった。 

このように、現時点では科学的には確たる結論を得られ

ない問題であるにも拘らず、科学的結論に到達する前に、

社会的意思決定を行わなければならない事柄が、尐なから

ず存在する。上記以外では、地球温暖化問題の解析・評価

と対応策の構築、難病治療用新薬の患者への処方（後日、

予見しない副作用が発見されるリスクを伴う）などにも、

同様のことが言える。不確実性の理由は、多くの場合、デ

ータの不足と人間の個別性に帰着される。 

規格・基準の策定は、規制を受ける側に対して標準化＝

均一化を求めることである。多くの場合、科学技術研究の

成果を踏まえて経済合理性を考えながら策定することにな

る。時間が推移する中で、規格・基準に慣れ過ぎると、そ

れに固執し、「想定外」のことを考えなくなる虞があるよう

に思う。技術的な事柄に、ある「想定」を行うということ

は、必然的に想定外の事も起き得るということを内包して

おり、時代の流れの中で諸学問が進歩し、規格・基準を策

定した際の前提条件が変容してきていることが明らかにな

れば、迅速に改訂に向けた取組みを行うべきであろう。ま

た、近年、規格・基準の策定において、民間の学協会が担

図 4  水位低下による発電所の安全性（7） 

Fig.4  Safety of the plant due to water level decline 
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う範囲が広くなり、学協会間の連携が希薄なままに、巨大

技術を規制する様々な規格基準が策定されており、システ

ム・インテグレーションの観点から改善すべきであるとの

意見がある。特に、巨大技術に関わる規格・基準は、言わ

ば人間の安全、時に生死に関わるものであるから、その必

要性は高い。 

 

4-2 技術者・研究者と所属する組織の責任者の役割 

と責任  

  技術者・研究者は、「絶対的真理」たり得ないことを自覚

しつつも、その時点の学術的成果を世の中に発信していく

ことが求められる場合も多い。また、技術者・研究者から

その学術的成果を受け取った組織の経営者、学協会や行政

機関の責任者も、データが不十分であったり、事実関係が

不分明であっても、国民の安全を守る観点から、その不確

実性を隠れ蓑にせずに、意思決定を行い、情報を開示しな

ければならない局面がある。情報を開示しないことが、よ

り大きなリスクをもたらすことは、福島第一原子力発電所

の事故後に SPEEDI（緊急時迅速放射能影響予測ネットワー

クシステム）の解析結果が速やかに開示されず、被災地の

一部の住民に本来であれば回避可能であった放射線被ばく

をさせてしまったことなどが、記憶に新しい実例として想

起される。 

  巨大技術に関する科学技術成果が社会にもたらすプラス

面、マイナス面の影響を考えると、関与する技術者・研究者

は、所属する企業・研究所や学協会に学術的成果等を卖に提

供するのに留まらず、その技術情報の波及力・影響力等につ

いて洞察し、社会的リスクのあるものについては、そのリス

クを尐しでも減らす技術的、社会的方策に目を向け、提言を

継続的に行う主体的意思が求められる。企業等組織の経営者、

学協会や行政機関の責任者にも、それを積極的に受容する社

会的責任感が必要である。 

  法令や規格・基準によって、ある種の“線引き”が行われ

ると、企業等の組織においては、それらが、現実的には守る

べき上限になってしまうことが尐なくないように思われる。

経済合理性を考えればそうなる訳であるが、時に人間の安全、

生死に影響を与え得るような性格のものである場合には、そ

れらの法令や規格・基準が、守るべき最低限の規制であるこ

とを明示し、「それさえ守っていれば良い」という意識に陥

らないような制度的、社会的仕組みが必要である。最初に想

定した時には正しいと思えた思考の枠組みも、時間の経過の

中で環境や条件が変化するのに合わせて、定期的に変えてい

く必要がある。 

  特に組織の経営者は、企業・研究所の社会的な責任を果た

すために、コンプライアンスを法令遵守のレベルで捉えるの

ではなく、社会的存在である企業・研究所が、社会からの正

当な要求に柔軟に対応し得る基盤の整備をしておくべきで

あると思う。上記の不確実性を伴う情報の開示に対する意思

決定と責任は、基本的に組織の経営者、学協会や行政機関の

責任者に帰着することになる。INPO（米国原子力発電運転協

会）において、当初の卖なるキャッチフレーズから今では組

織目標になっている「NRC（米国原子力規制委員会）の規制

が求める以上のエクセレンスを追求する」という合言葉は、

傾聴に値するものであろう。 

そうした精神の基底となるのは、宗教、哲学、歴史、文

学等、倫理観を形成する上でベースとなる知見であろう。

基本的には、自らの意思で学び、吸収すべきものであるが、

企業や研究機関の人材育成プログラムにおいて、人間社会

の精華とも言うべきそうした知見への近接を試み、人間的、

社会的考察を深める心眼を養うことも、大切なことだと思

う。技術者倫理は、技術者として遵守すべき特有の規範も

含むが、一般の倫理、道徳と本質的に異なるものではない

訳であるから、技術者倫理の浸透を図っていく中で、宗教、

哲学に関するプログラムが、より大きな位置を占めても良

いのではないかと考える。 

 

4-3 技術者・研究者と社会を繋ぐもの  

 技術者・研究者が政治的、社会的利害を巡って論争状態

にあるような科学的、技術的な課題について発言を求めら

れる場合がある。事実関係の多くが明らかになり、技術者・

研究者が当該科学的、技術的な課題についての十分な知見、

データを有していれば、“政治的、社会的”状況判断を留保

しつつ、研究成果に基づき科学的事実を客観的に述べ、ど

こまで判っていて、それに対して現時点で何ができるのか

粛々と対応することが多いのではないかと思われる。近年

は、専門家ではない、相対的に科学的知見を獲得する機会

が尐ない一般人に対して解り易く説明することが大切であ

ると言われ、説明する側は、説明する対象を念頭に置きな

がら、テクニカルタームの多用を避け、漢字を尐なくして、

“解り易く”説明するための、パンフレットや DVD 等に収

録する映像を作成する。そのような性格を帯びた紙、映像

媒体が溢れている。 

科学的不確実性、複雑性を内包する事柄について、何ら

かの意思決定を行うために、一般人の知恵や常識も活用し

て、科学的合理性を越えた、“社会的合理性”を追求する試

みが、地球温暖化問題への対応や、遺伝子組換え作物の是

非を巡る議論の中で、行われている。(9)意思決定に参画する

ことは、責任を分担することでもある。地域コミュニティ

に密接に関わり、検討内容がある程度限定される事柄につ

いては、議論の枠組みも比較的設定しやすく、一般人も議

論に参画する中で学習し、対象となる事柄へのリテラシー

を高めていくことが出来るため、ポピュリズムに流れない

工夫を施せば、有用な仕組みではないかと考える。特定地

域の津波対策や低線量放射線の人体影響への対応策を検討

する際などには、積極的に活用できる仕組みであると思う。 

これから社会に導入することの是非が問われているよう

な科学技術の場合には、上記のような取組みもある程度有

効かも知れないが、既に現代産業社会の基盤を形成してい

る原子力発電のような技術に関する場合、今後、どのよう

に社会的な意思決定を行うのが望ましいのであろうか。ま
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た、そうした意思決定に、技術者・研究者はいかに参画す

べき、あるいは参画すべきではないのか。企業・研究所な

どの組織に所属する技術者・研究者の場合は、多くの場合、

大学に所属している方々と比べ、総じてより“政治的、社

会的”状況判断をしなければならず、“組織人”としての発

言の適正さを強く意識することになるであろう。従って、

技術者・研究者の活動態様は、技術者・研究者が所属する

組織の経営の在り方が、いかなる視座で社会的な存在基盤

を捉え、どこ（業界、日本、世界）に軸足を置き、どのよ

うな動機づけを行うかによっても、大きく規定される。そ

うした現実を考えると、専門家として、自信をもって明確

に語り得る科学的・技術的話題に限定して発言するという

ことは、技術者・研究者の矜持を表出した姿勢であるとも

言える。 

  対立が激しく、社会的な溝が埋まり難い科学的、技術的な

課題においては、立場の異なる人々が拠り所としている科学

的知見に関する見解が異なることもあろうが、科学技術を多

様な歴史的、文化的文脈で捉える中で生じる見解に相違があ

る場合が多く、歩み寄りの糸口を探し出すのは、一層困難に

思える。重要な問題ほど議論が伯仲し、しかも先鋭に対立す

る傾向があるからである。 

  重要な課題の解決には「国民的議論」を行うことが大切だ

と言われるが、最終的なオーソライズ、意思決定は、①多様

な専門分野の立場の異なる有識者で構成される審議会の報

告を踏まえて閣議決定する、②国民が選挙で選んだ国会議員

が議決して決める、③国民投票（現在は憲法改正についての

み認められている）を実施して決定する、ことなどが考えら

れるであろう。意思決定の過程で、技術者・研究者と政策立

案者を繋ぐものとして、各学協会及びその連合体が果たす役

割は重要である。学協会の中には多様な見解が存在するのが

通例であろうが、専門家間の合意点と相違点並びに、その依

拠するデータを示して多様な選択肢を提示することも大切

である。“社会的合理性”を重視して「コンセンサス会議」

的な手法が導入される場合には、技術者・研究者は、一般人

との交流を通じて、意思決定を支援することになる。 

  筆者自身は技術者ではないが、本稿 2-6 において、これ

からの原子力発電の推進について「・・・福島の哀しみを

乗り越えて、原子力発電の安全性を極限まで高めて、代替

する発電方式が開発されるまでは、基幹電源としての一翼

を担わせることが必要となる。」と書き、そのように考える

理由についても述べた。 

  福島県浜通りなど被災地の人々で、今現在の事態を踏まえ

てなお、原子力発電を推進する側の話に耳を傾けて下さる

方々に、「あなたのお考えはわかります。エネルギーと環境

の問題を、社会・経済面の持続的な発展に重きを置いて考え

ると、そのとおりなのでしょう・・・。でも、私達はそのよ

うに大量の電気を必要としていないので、今度は、どうぞご

自分達のお住まいの近くに発電所をお造り下さい。」と、言

われた時に、どのように答えることができるであろうか。 

頗る難問ですぐに解決策は提示できない。そのような中

で、大切なのは立場の異なる人々との対話を欠かさないこ

とであると思う。願わくば、自信と勇気と相手に対する思

いやりの心を備え、自らも絶対たり得ないことを自覚し、

強靭な精神を有しながらも柔和な構えで闊達に議論し、議

論する対象となる課題について意見の一致を見ることはな

くとも、人間的な信頼関係を築き得た、優れた先人の境地

に近づきたいものである。 

 

4-4 シビアアクシデント勃発時のメディアへの対応 

について 

 社会における各種メディアの影響力の大きさは改めて語

るに及ばない。今日では、インターネットを媒介した新た

なタイプのメディアも続々登場し、技術者・研究者や所属

する企業・研究所や学協会も、様々な形でメディアとの関

わりを持つことになる。 

そして、不幸にしてシビアアクシデントが起こったよう

な場合、社会的意思表明の場としてのメディアに、どのよ

うに向き合うべきかは、技術者・研究者が所属する企業・

研究所や学協会はもとより、技術者・研究者自身にとって

も頗る重要な問題であると考える。社会的責任の遂行とい

う技術者倫理の問題に密接に関わってくるからである。 

筆者は現在、電気事業の研究機関の広報部門で働いてい

るため、東北地方太平洋沖地震が勃発した翌朝から、同僚

とともに、テレビ局、新聞社（全国紙、地方紙）、国内外通

信社、経済週刊誌、一般週刊誌等からの多数の取材要請を

受けることになった。取材内容は福島第一原子力発電所事

故の状況変化や、都内で実施された緊急計画停電の推移を

踏まえて多岐に亘ったが、原子力発電所の津波対策、放射

能の大気・海洋拡散、低線量放射線の人体への影響及び電

力系統の安定的な運用などに関しては、特に数多くの取材

申込みがあった。電気事業の研究機関であることから、記

者諸氏の鋭い質問や、厳しい追及を受けることもしばしば

で、取材に対応した研究者や広報部門のスタッフは矢面に

立たされる局面も多かった。 

当初は取材を受ける側も、その対応姿勢に試行錯誤があ

ったが、次第に以下のような姿勢で臨むことになった。 

(1) 科学的事実に基づき、その時点でわかっていること、

わからないことを明確に伝達すること。 

(2) 話すことができないことは、理由を述べてその旨伝え

ること。（多くの場合、研究に関する守秘義務の制約で

ある。） 

(3) 話して良いかどうか守秘義務等の兼ね合いで不分明で

あるが、社会的責任を果たす上で、今の時点で話した

方が良いと思われる事柄については、できるだけ守秘

義務を課されている相手方と協議して、了解を得た事

柄については話すようにすること。 

(4) センシティブな内容に関わる取材においては、エネル

ギー選択の問題が国民的課題となっている中で、今次

事故原因を検証し、災害を乗り越え、より良き日本を

創生するために取材に応じていることを初めに伝え、

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96%E5%9C%B0%E9%9C%87
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メディアにも同様の姿勢を共有して欲しいことを求め、

その上でできる限り協力すること。 

(5) （稀にではあるが）取材する側の無礼な物言いに対し

ては、礼節を保つようにその場で伝達すること。 

原子力発電所の事故直後の、ある種精神状態が異様に昂

揚した状況下で、特に初期段階においては、ジャーナリス

ト特有の原因追究への情熱と、被災地の民を想う正義感か

ら、匕首を突きつけてくるような“脅迫的な”取材申込み

もあったが、原子力発電の推進について見解が異なっても、

人間的信頼関係は築き得るという信念のもとに、臆するこ

となく、堂々と振る舞うように心掛けた次第である。 

 

５．電気事業の発展に尽力した先人の公共の哲学 

 電気事業の行方に関する議論は昏迷を深めている。今後、

エネルギーの選択に関して、様々な形で数多くの議論がな

され、徐々に制度改革が行われていくであろう。長期的な

視点で捉えれば、技術の進歩とともに電気事業も徐々に変

容していくに違いない。重要な判断を迫られる場合には、

歴史と対峙し、新たな歴史を創造した先人の叡智に学ぶこ

とも意味のあることであろう。 

 本稿では技術者の社会的責任を論ずるのが主眼であるが、 

第３章で述べた平井彌之助の卓越した技術思想が育まれ、

実践された戦前から戦後の高度経済成長期を駆け抜けた先

駆者の公共の哲学とその源泉に、紙数の制約がある中で尐

しだけ言及したい。 

今日の電気事業体制を築いた松永安左ヱ門の＜構想力と

気骨＞、公害問題が起こる以前に企業の社会的責任論を唱

え、数々の方策を実践した行動する理想主義経営者 木川田

一隆の＜洞察力と人間社会への眼差し＞、社運を賭けて黒

部川第四発電所の建設を成し遂げた太田垣士郎の＜不動心

と無私の精神＞など、電気事業の社会的使命を果たすため

に尽力した群像の中に、汲めども尽きぬ人間的魅力を見出

すことができる。 

 別けても、福澤諭吉門下で、近代資本主義の精神を体現

した松永安左ヱ門の透徹した公共意識の根底に横たわる身

を処すのに際しての＜潔さ＞に注目したい。戦後、未だGHQ

の占領下において電力再編成を成し遂げたこの傑物に関す

る歴史的考察、人物論は尐なからず発表されており、更に

付け加えるべきことは私の知識では覚束ない。ただ、その

＜潔さ＞の源泉を辿るべく自分の眼と感性を頼りに向かい

合う時、“耳庵”を号し、自らの茶を“剛茶”と称した茶人

としても勇名を馳せた荒ぶる魂に宿る、抜きん出た言語力

と豪胆かつしなやかな書画の才気に目を奪われる。サミュ

エル・ウルマンの著名な詩「青春」には、幾つかの日本語

訳があるが、巷間松永訳として知られるその文章は、躍動

感と強靭なる力感が漲り、原文を凌ぐ松永版「青春」を創

造している。“耳庵”の雅号を付した書画には、豪胆さと同

居して清明なるしなやかさを観取することができる。自作

の漢詩（の一節）「長空不嘲 白雲飛（長空嘲らず 白雲飛

ぶ）」や詩歌「不二の根に真白に積る白雪ぞ清き日本のしる

しなりける」の中に、稀代の傑物の精神のかたちを見るこ

とができるように思う。茶も詩作も書画も、耳庵にとって

欠くべからざるものだったのである。 

 

６．おわりに 

 技術者倫理は、現代産業社会を特徴づける技術文明を支

える技術者・研究者が守るべき倫理であるから、そのよす

がとなる倫理綱領や行動規範などにおいて、「持続可能な

社会の構築」、「知的財産権の尊重」など特有のものがある。

しかし、多くは宗教に基盤を持つ道徳観（意識）に根差し

たものであると、私は思う。 

誰しも、自然の力を畏敬し、他者の気持ち、権利を出来

る限り尊重し、人間が人間であることの大切さに想いを致

すことを否定はしないであろう。しかし、現実には、弱く、

脆く、直ぐに誘惑に負けてしまいがちであればこそ、人は

毎日聖書を読み、読経を上げるのであろう。そして、その

ような営みの中で、倫理意識が心の中に徐々に定着して行

くのだと思われる。 

 「もし、あなたがたが盲人であったなら、罪はなかった

であろう。しかし、今あなた方が＜見える＞と言い張ると

ころに、あなたがたの罪がある。」 〔ヨハネによる福音書

9章 41節〕 

 私達は、自分の眼はよく見えると思っているが、一体何

が見えると言えるのであろうか。科学技術の社会への貢献、

有用性に眼を向けると同時に、その限界を認識し、自然界

と他者への畏れの気持ちを失わないことが、大切であると

思う。大いなる自戒を籠めて・・・。 
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